
                             

低炭素で災害に強い活力のある首都圏の実現について 

 

我が国では、東日本大震災と福島第一原子力発電所の事故を契機とし

た、エネルギー需給の変化や、国民生活や企業の経済活動に直結する電

気料金の値上げ等により、国民や企業のエネルギー利用、エネルギーセ

キュリティの向上に関する意識が非常に高まっている。また、我が国の

リーダーシップの下で、京都議定書が合意となったことなどを踏まえる

と、我が国が率先して、二酸化炭素を抑制する低炭素型社会の実現に対

応していくことは急務である。 

そして、我が国では国土面積のわずか５％程度の市街化区域から国内

の４０％もの二酸化炭素が排出されていることを鑑みると、多くの市街

化区域を抱える首都圏の低炭素化に対する責務は重く、都市の低炭素化

に向けた取組をより一層進めていく必要がある。 

一方、国においても我が国のエネルギーのあり方について議論してい

るところではあるが、未だに電源構成が示されていないばかりか、次世

代のエネルギーとされ、国策として進めている水素エネルギーでさえも

現時点では実質的な規制緩和が図られていないなど、国のエネルギー政

策が定まっていない状況である。 

いうまでもなくエネルギーは国民生活、経済活動、都市機能を支える

重要な要素であり、安定的かつ、できる限り低廉に確保する必要がある

ことから、新たなエネルギーの確保や効率的なエネルギーの利用を可能

とするため、さまざまな業種・業態の企業が参入できる環境が必要であ

る。 

こうした状況を踏まえ、我が国を牽引する首都圏全体において、低炭

素で災害に強い活力のある首都圏の実現に向け、首都圏に最適なエネル

ギーのベストミックスの実現と分散型エネルギーの確保を可能とするべ

く、次の点について国に提言する。 

 

１ 低炭素で災害に強い首都圏を実現するため、次世代のエネルギーで

ある水素を活用できるよう市街地における水素保有量等に関する規制

緩和など、日本再興戦略における首相談話で表明した「実用化につな
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げる規制・制度改革」として、安全性の確保を前提とした一括緩和を

確実に実行すること 

 

２ 自然エネルギーの活用やスマートコミュニティの構築など、地域特

性を活かした積極的な取組を展開していくためには、さまざまな業

種・業態の企業が、例えば、子育てやセキュリティ、ヘルスケアとい

った、個人の日常の生活に役立つ付帯的な新しいサービスを開発し、

エネルギーマネジメント事業の採算性を向上させる必要がある。その

ため、国においてエネルギーマネジメントシステムの統一規格を策定

するなど、社会インフラと生活をサービスでつなぐ仕組みづくりを早

期に進めること 
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